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中央建設業審議会総会 

２０２２年６月２１日 

 

【事務局（児玉）】  それでは、定刻よりも少し早い状況ではございますけれども、御出

席予定の皆様、御出席いただいておりますので、ただいまから中央建設業審議会総会を開催

させていただきます。委員の皆様方には、御多忙のところお集まりいただきまして、誠にあ

りがとうございます。 

 本日の審議会には、委員総数の２分の１以上の御出席をいただいておりますので、建設業

法施行令第４９条第１項の規定による定足数を満たしていることを御報告申し上げます。 

 なお、中央建設業審議会議事細則第９条第１項により、本審議会は公開されております。 

 本日、お手元に配付いたしました資料の一覧は議事次第に記載しておりますが、不足はご

ざいませんでしょうか。不足がございましたらお申しつけいただければと思います。 

 また、報道関係者の皆様の冒頭のカメラ撮りは、議事に入るまでとさせていただきますの

で、よろしくお願いいたします。 

 それでは、議事に先立ちまして、国土交通省不動産・建設経済局長の長橋から御挨拶を申

し上げます。よろしくお願いします。 

【長橋不動産・建設経済局長】  不動産・建設経済局長の長橋でございます。本当にいつ

もお世話になってございます。本日は、お忙しい中御出席いただきまして、どうもありがと

うございます。また、日頃から国土交通行政に御理解、御協力を賜り、厚く御礼申し上げた

いと思います。 

 本日、この審議会につきましては、今年の３月以来の開催となります。この間、建設業の

政策としては、担い手確保のための処遇改善、あるいは働き方改革、生産性の向上、そうい

った取組に一層取り組んできたところでございますけれども、先般のウクライナ情勢に伴

う原油価格や物価高騰に、緊急かつ機動的に対応し、コロナ禍からの経済、社会活動の回復

を確かなものにするため、先般、原油価格、物価高騰等総合緊急対策が、政府として取りま

とめられました。これを踏まえて、建設業における適正な請負代金の設定、あるいは適切な

工期の確保などについて、一層取り組んでまいりたいと考えてございます。 

 また、その上で、この後、報告事項の中でも少し問題提起もさせていただきながら、今後、

御議論いただくような問題提起を差し上げますけれども、今回の価格高騰のように予想も

できないような原因に基づくリスクの発生、それにつきましては、今、事後的なスライド条
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項での対応をいろいろお願いしているところでございますけれども、そうした事後的にス

ライド条項で対応するというだけではなくて、例えば、請負契約の中で少しリスク分担の考

え方をあらかじめ決めておくとか、合意をしておくといったことも必要ではないかと思い

ます。受発注者間で要するコストとか、あるいはリスク分担について、十分に協議あるいは

合意をしておくということは、その後の元下間の契約にも影響しますし、必要な労務費の確

保にも資するものと考えられます。 

 今、業界を挙げて賃上げ、あるいは働き方改革に取り組んでいる中、その前提となる契約

の在り方については、今後、中建審の場でもいろいろ、それぞれお立場の御意見なども伺い

ながら、また議論をいただければと考えております。 

 本日の総会におきましては、国会で成立した盛土規制法の施行と併せて実施が求められ

ております建設発生土の搬出先の明確化のための建設工事標準請負契約約款の改正案など

につきまして、御審議をいただく予定でございます。委員の皆様におかれましては、ぜひと

も忌憚のない御意見をいただきますようお願い申し上げまして、私の冒頭の御挨拶とさせ

ていただきます。今日はよろしくどうぞお願いいたします。 

【事務局（児玉）】  ありがとうございました。議事に先立ちまして、前回の開催以降に

委員の御交代がありましたので、新たに就任された委員の御紹介をさせていただきます。 

 本日はＷｅｂからの御参加となっておりますけれども、一般社団法人日本空調衛生工事

業協会会長の藤澤一郎委員に、新たに委員に御就任いただいていることを御紹介申し上げ

ます。また、東日本旅客鉄道株式会社常務執行役員の今井政人委員、東京電力パワーグリッ

ド株式会社常務執行役員の佐藤育子委員、慶応義塾大学法学部教授の丸山絵美子委員、山形

県知事の吉村美栄子委員より、御欠席の連絡を頂戴いたしておりますことを御報告申し上

げます。 

 これより議事に入らせていただきますが、報道関係者の皆様におかれましては、これ以降

のカメラ撮りを御遠慮願います。 

 それでは、これ以降の議事の進行は柳会長にお願いいたします。よろしくお願いいたしま

す。 

【柳会長】  それでは、お手元の議事次第に基づき、議事に入らせていただきます。 

 まず、議事（１）最近の建設業を巡る状況について、事務局より御報告をお願いします。 

【藤井建設業政策企画官】  では、資料１を御覧ください。最近の建設業を巡る状況につ

いて、報告事項でございます。 



 -3- 

 １ページおめくりいただきまして、まず１点目、資材価格高騰への対策についてでござい

ます。２ページ目、資材の価格動向についてのグラフを掲載してございます。建設物価調査

会の建設物価のデータでございます。主だった資材の生データをこちらに載せてございま

すけれども、概ね鉄鋼の関係だと３割から５.５割程度、木材４割から８.５割程度、１年前

との比較で上昇してございます。また生コンやセメントなど、これも各メーカー値上げを表

明しておりまして、実際、市場でも値上がりが進み始めているという状況でございます。 

 ３ページ目を御覧ください。パートナーシップによる価格創造のための転嫁円滑化会議

は、昨年１２月２７日に開催された会議でございます。左側、岸田総理の発言ということで、

下のほう、下線部がございますけれども、「本日御出席の事業者団体を含めて、各事業所所

管大臣から各団体に対して、取引先とのパートナーシップ構築、取引慣行や商慣行の是正な

ど、会員企業に周知されるよう要請」とございます。また右側は、斉藤国交大臣の発言要旨

でございますけれども、下の下線でございます。「特に民間工事における取引適正化が重要

ということで、各団体の皆様に、適正な請負代金の設定や支払条件の改善、適正な工期の確

保に御協力をお願いします」ということで、直接要請がなされてございます。 

 ４ページ目、それを受けた国交省における取組ということで、下側、国交省における取組

で、１パラの赤字は先ほど御紹介した斉藤大臣からの直接の協力依頼でございます。また、

同日付で公共発注者、民間発注者、建設業団体等に対して、労務費を反映した適正な請負代

金の設定や、適正な工期の確保等について要請を発出し、関連して３月８日付で同様の要請

を発出してございますし、また２月２５日付においては、原料費の上昇分を考慮した上での

協議といったことも要請してございます。 

 ５ページ目、冒頭、長橋から御紹介した総合緊急対策、４月２６日付で関係閣僚会議で決

定してございます。その記載事項でございます。一点目がパートナーシップによるパッケー

ジに基づいて、取引適正化の取組を進めるということ。また、２点目でございますけれども、

建設業における原材料費等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定や、適切な工期の

確保が図られるように周知徹底を図るといったこと。３点目が、アスファルト合材について、

関係する事業者への働きかけ等、周知徹底を行うといったことが記載されてございます。 

 これを受けた具体的な周知徹底等の中身が、６ページ目でございます。まず、一番上でご

ざいますけれども、取引価格を反映した適正な請負代金の設定や、納期の実態を踏まえた適

正な工期の確保について、本年実施１月から３月に実施したモニタリング調査の結果も踏

まえて、スライド条項の適切な設定・運用、必要な契約変更の実施ということを要請してご
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ざいます。その下の図でございますけれども、まず、契約締結時でございます。公共・民間、

それぞれ約款に記載されてございます請負代金や工期の変更に関する規定、いわゆるスラ

イド条項などを適切に契約書に設定していただくということ。また、契約締結後もこれらの

規定を適切に運用し、受注者、下請から協議の申出があった場合には適切に応じること。ま

た、必要に応じて、契約変更を実施するといった適切な対応を図ることといったことを具体

的に要請してございます。 

 その下、各関係者における取引の推進に向けて、通知先に応じてそれぞれ周知ということ

で、まず建設業団体でございます。下請企業等との取引において円滑な価格転嫁を進めるた

めに、発注者との契約においても適切な対応を図ること。また、資材業者等に対しても同様

の配慮を行うこと。続いて、公共発注者宛でございます。資材単価の改定は月ごとなど適時

に行うこと。また、状況を踏まえて単価設定のための調査の時期の前倒し・頻度の増加とい

ったことで、最新の取引価格を請負代金に適切に反映するといったことを周知してござい

ます。また、民間発注者に対しては、建設工事の受注者が、発注者が事業を推進する上での

重要なパートナーであり、また、受発注者間の価格の転嫁が元下間・資材業者等への転嫁に

当たっても重要ということで、適切な対応を図ることということを周知してございます。 

 またその下、価格転嫁に関する相談、「建設業フォローアップ相談ダイヤル」というとこ

ろで受け付けていますといった周知も行ってございます。 

 その下が、アスファルト関係でございます。経産省、国交省、両省連名で、アスファルト

合材協会等に対して周知を行ってございます。公共・民間発注者に対しても同様に、適切な

契約変更の実施などを要請してございます。 

 ７ページ目が、相談ダイヤルのチラシでございます。このナビダイヤルで受け付けてござ

いますけれども、右側の中段でいろいろ受け付ける情報について書いてございますけれど

も、価格転嫁に関する情報というのもチラシで明記してございまして、発注者との契約後に

おける資材価格の高騰等への対応についての相談も、このダイヤルで受け付けさせていた

だいてございます。 

 ８ページ目が、論点紙を本日２枚御用意しておりますけれども、その１点目でございます。

資材価格への対応ということで、まず、下の参考調査結果を御覧ください。価格高騰による

影響について、約９０％が「影響が出ている」、６０％が「影響が大きく出ている」といっ

た回答。また、物価の変動に基づく契約変更条項の有無については、「含まれていない」が

９％、「公共では含まれているが、民間では含まれていない場合がある」が６％といった回



 -5- 

答。また、契約変更申出の発注者の受入状況について、６０％が「受け入れてもらえている」

という御回答があった一方で、「受け入れてもらえない」が１６％、「民間では受け入れても

らえない場合がある」が９％、そういった回答も得られたところでございます。 

 上に戻っていただきまして、民間工事の標準約款においても、物価、賃金等の変動によっ

て請負代金額が適当でない場合には、請負代金額の変更を求めることができるという規定

が約款上、示されてございますけれども、実際の契約書面ではそういった条項が削除されて

いるといった場合も散見されまして、価格転嫁が契約上困難となっているという事例も一

部に見られているところでございます。受発注者それぞれの立場でございますけれども、発

注者としては、請負契約締結後の予期せぬ請負代金額の変更、これは自らの事業計画に大き

く影響するため、可能な限り不確実性を排除したいというのが発注者の立場でございます。

また、受注者としては、適切な価格転嫁が難しければ、元請としての経営状況の悪化や下請

へのしわ寄せといったものが及ぶ可能性があるということでございます。 

 下の矢印でございますが、受発注者間で適切に価格高騰リスクを分担するために、標準約

款などの契約について、考えていく必要があるのではないかといったことで、今後しっかり

考えていきたいといった論点紙の１枚目でございます。 

 続いて、建設キャリアアップシステムでございます。１０ページ目、利用状況でございま

す。技能者、事業者の登録数、あるいは就業履歴数、グラフのとおり伸びているという状況

でございます。 

 １１ページ目、キャリアアップに関する主な取組を１枚にまとめた紙でございます。これ

まで御紹介した内容とも重複しますけれども、左上、公共工事のインセンティブ措置の導入

ということで、モデル工事の実施や、経審での加点ということも前回、お認めいただいたと

ころでございます。その下、建退共との連携とか、その左下の小規模現場でのスマホの利用

などに取り組んでございます。 

 続いて、中段でございます。労務費や処遇改善との連動ということで、一番上、労務費調

査との連動ということで、この青色の図に書いてございますけれども、キャリアアップ技能

者の、登録技能者の実態というデータでございます。キャリアアップ登録技能者のうち、レ

ベル４の平均賃金は、レベル１からレベル３の方よりも約１４％高いというデータです。ま

た、キャリアアップの登録技能者の平均賃金は、全技能者よりも約３％高いと、そういった

データもございます。その下、技能レベルを反映した手当支給の促進ということで、今、

４０社を超える企業で導入または検討ということでございます。 
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 その下、公共発注者による週休二日工事との連携ということで、キャリアアップの管理機

能を用いて、週休二日の円滑な実施に活用しているというものでございます。右上が能力評

価の制度の実施ということで、現在３８分野で能力評価を実施してございまして、レベル

２以上が約６万人、レベル４は約４万人といった状況でございます。その下、施工能力の見

える化評価ということで、現在９分野で見える化評価を実施しているという状況でござい

ます。 

 続いて、御紹介した各論のバックデータなどでございます。１２ページ目、能力評価対象

分野の拡大ということで、赤字で日付を書いてございますけれども、本年４月１日からウレ

タン断熱、発破・破砕、６月１日から建築測量が拡大しているということでございます。こ

れに加えて、現在１０以上の専門工事団体から個別に能力評価基準の策定とか、その前段と

なる登録基幹技能者の登録に係る相談を受け付けている状況でございます。 

 １３ページ目、賃金実態の概要です。先ほど御紹介した、レベル登録者の賃金水準が高い

といった職種ごとの生データでございます。 

 続いて、１４ページ目、手当支給でございます。個別の各企業で取り組んでいただいてい

る手当支給の具体的な事例をここに御紹介してございます。こうした事例の水平展開を図

っていきたいと考えてございます。 

 １５ページ目を御覧ください。論点紙の２枚目でございます。下に週休二日、働き方関係

の調査結果を御紹介してございます。週休二日を導入できない理由として、そもそも「適切

な工期が確保できていない」というのが圧倒的に多いのですけれども、下線にありますよう

に、「日給の労働者の収入が減少する」といったものも３０％台で御回答がございます。ま

た、週休二日の定着に必要な条件として「適切な工期」と、「労務単価のアップ」というの

が６割前後。またその下の意見ということで、「労務単価、賃金アップが優先されるべき」

といった声も多く上げられているという状況でございます。 

 一番上に戻っていただきまして、まず、労働時間については、２年前に策定いただいた工

期に関する基準の制定や、令和６年度から適用される罰則付きの時間外労働規制の適用と

いうこともありまして、他産業と比べて長いとされる労働時間の短縮に向けた取組は進ん

でいる状況でございますが、週休二日を進める上でも、労務費、賃金の上昇を求める意見も

先ほど御紹介したように多く聞かれるところでございます。賃金については、キャリアアッ

プなど処遇改善に向けた取組が進む中で、設計労務単価が１０年連続で上昇する一方で、建

設技能者の平均年収は、労務単価の伸び率に比べて及んでいないのではないかといった意
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見もございます。また、設計労務単価相当の賃金の行き渡りをさらに徹底させる方策として、

長年課題として言われている重層下請構造、これが元下間の請負金額に与える影響や、重層

化による非効率性についても考えていく必要があるのではないかということでございます。 

 続いて、報告事項の３つ目、適正な施工確保のための技術者制度検討会の見直し方針でご

ざいます。１７ページ目を御覧ください。左下、主な検討事項ということで、監理技術者の

専任要件、営業所専任技術者の兼務、技術検定等の実務要件と、こういった検討事項につい

て議論を進めておりまして、右側、スケジュールでございますけれども、昨年１１月から検

討会で議論を進め、この５月３１日に見直し方針の取りまとめということで結論を得てご

ざいますので、その御紹介でございます。 

 １８ページ目を御覧ください。専任不要上限額の引上げ等でございます。左下が、現行制

度でございます。３,５００万円、建築７,０００万円を境に、その下は専任不要、それより

大きな金額の工事については、原則専任という現行制度でございます。まず、専任上限額、

３,５００万円の引上げということで、建設工事費デフレーターとか、消費税率の引上げを

踏まえまして、これを４,０００万円まで引き上げたいと考えてございます。また、大規模

工事については、引き続き原則専任なのですけれども、この４,０００万円から１億円の、

紫色のエリアの金額の工事については、遠隔施工管理等の活用による兼任制度の新設とい

うことで、ＩＣＴ活用などによって遠隔で管理できる工事を認めていいのではないかとい

うことで新設したいと考えてございます。 

 １９ページ目、具体的な条件の方向性でございます。まず、工事現場については、請負金

額がいずれも１億円未満、建築２億円未満の２現場を兼務すること。また、監理技術者等と

各現場との間に、現場の状況確認、意思疎通に必要なリアルタイムの音声・映像の送受信が

可能な環境が整備されていること。また、１日に巡回可能な範囲として、現場間を２時間程

度で移動できる距離ということ。また、施工体制については連絡要員を配置すること、また

下請次数が３次以内であること、日々の施工体制がキャリアアップシステムなどによって、

遠隔から把握可能であることといった条件。また、運用について、兼任に当たっては技術者

の労働時間が過大となるといった懸念もございますので、施工管理の手段、人員配置に関す

る計画書を作成、保存するといった条件を考えてございます。 

 ２０ページ目が、営業所専任技術者、監理技術者の兼任ということで、下、左側が現状で

ございます。非専任現場は営業所と現場の兼任が可能ですけれども、専任現場の兼任は現行、

不可となってございますが、見直し案ということで、先ほどの監理技術者の２現場兼務と同
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様に、営業所と工事現場も兼任ができるようにといった形で、同様の条件で兼任可というふ

うに見直しを行いたいと考えてございます。 

 ２１ページ目に、その見直しの兼任可能な条件ということで記載してございますけれど

も、先ほどの監理技術者の２現場兼任と同様の条件でございます。金額１億円未満、連絡手

段が整備されている、巡回可能な距離である、そういったことを条件として兼任可能とした

いと考えてございます。 

 ２２ページ目が、技術検定の受検資格の見直しの方向性ということで、左側が現行の１級、

２級の受検資格でございます。例えば１級の、大卒指定学科卒業後３年の実務経験というこ

とでございますが、普通高校を卒業すると１１.５年の実務経験とか、上記以外、例えば中

学校を卒業された方は１５年実務経験が必要だということで、極めて長い実務経験が必要

だといったこと、あるいは学歴差別ではないかと、そういったことも規制改革会議で議論が

ございまして、右側のほうに見直しの方向性を示してございます。まず、１級の方は、一次

検定は１９歳以上で受検ができ、また、指定学科等の方は一部科目を免除ということでござ

います。一次検定合格後、実務経験は３年いただいて、１級の資格が得られるという形で見

直したいという考えでございます。２級については、下側でございますけれども、一次検定、

これは同様に１７歳以上ということで、指定学科等一部科目免除。その後、実務経験を３年

という形で２級の受験資格としたいと考えてございます。また、これまでの受検資格につい

て、この制度の切り替わりに当たっては、経過措置を設けて混乱が起きないようにと進めて

まいりたいと考えてございます。 

 最後、２３ページ目、規制改革実施計画。６月７日閣議決定における位置付けということ

で、先ほどの見直し方針の内容が記載されてございます。技術者の配置・専任における見直

しと技術者の資格要件の見直しということで、記載内容は先ほど御紹介した内容のとおり

なのですけれども、書いてございますように、令和４年上期結論ということで、先ほどの結

論を得次第、可能なものから速やかに措置ということで必要な制度改正を行って、こういっ

た見直しの導入を進めていきたいという状況でございます。 

 事務局からの御報告は以上でございます。 

【柳会長】  ありがとうございました。ただいまの説明について、御意見、御質問などが

ございましたら、御発言をお願いします。 

【宮本委員】  御説明ありがとうございました。日本建設業連合会会長の宮本でございま

す。最近の建設業を巡る状況について、３点申し上げたいと思います。 
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 まず、１点目は、資材価格高騰とその対応についてであります。昨年から続いております

世界的な原材料の高騰と品薄、さらに最近の急激な円安の影響により、建設業においても幅

広い資材において、かつて経験のないほどの価格高騰と納期遅れが発生しています。また、

新型コロナウイルスの感染対策に加え、技能者の賃金引上げなどの処遇改善による担い手

の確保・育成、ＤＸによる生産性の向上、新しい資本主義の一環である給与の引上げなど、

建設業は数多くの課題に直面しております。そのような中での資材価格の高騰は、建設業の

経営を大きく圧迫するものであり、業界全体の持続可能性を脅かすリスクがあると考えて

います。 

 先ほど御説明いただきましたように、政府で設定された「転嫁円滑化施策パッケージ」に

基づき、適正な請負代金の設定や支払条件の改善、適正な工期の確保について、国土交通省

から経済団体等に対して協力を要請していただきました。また、４月の総合緊急対策におい

ては、本年実施されたモニタリング調査の結果も踏まえ、スライド条項の適切な設定・運用

や、必要な契約変更の実施について、官民双方の発注者に対して要請をしていただきました。

改めて御礼を申し上げます。ありがとうございました。 

 これを受けまして、日建連としても経団連に対して、発注者と元請企業との間の請負代金

や工期に関する契約の適正化について協力を要請いたしました。この要請につきましては、

経団連として会員企業に周知していただき、そのことは先日の幹事会で報告されたと聞い

ております。今後は、必要に応じて各発注者団体等への要請を行うとともに、下請企業等と

の取引において円滑な価格転嫁を進めるため、元請企業の責任として政府からの御要請も

踏まえて、発注者との契約において適切な対応を図るなど、必要な取組を進めてまいります。 

 このような状況の中で、現在、特に大きな課題と認識しているのが、民間発注者との契約

であります。一般的な民間発注者との契約としては、中建審で決定していただきました民間

建設工事標準請負契約約款があり、正当な理由がある場合の工期の変更や、工期内の物価変

動等によって請負代金が明らかに不適当と認められる場合の変更、さらに、不可抗力による

損害額を協議の上、発注者が負担する条項などが定められています。しかしながら、実際に

はこの標準約款が使われない契約が大多数を占めており、物価スライド条項がないなど、受

注者にとって不利な条件での契約が、残念ながら数多く存在しているところであります。こ

のような状況を打開するためには、民間工事についても法的な規制を行うことが理想では

ありますが、その前に、まずは民間建設工事請負契約約款を公共工事標準請負契約約款の内

容にさらに近付けた上で、民間の契約約款を民間建設工事標準請負契約約款に統一してい
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くようになればと思っているところであります。こうしたことを踏まえ、国におかれまして

は、本審議会の今後のテーマとして、民間建設工事の契約約款の在り方について取り上げて

いただくように御検討をお願いしたいと思います。 

 ２点目は、建設キャリアアップシステムについてです。御説明にありましたとおり、関係

する皆様の御尽力により、技能者登録は９０万人を超え、１００万人が目前に迫るところま

で普及してまいりました。また、日建連では、２０２１年度の就業履歴数が２,５４０万タ

ッチを数え、全体目標である２,０００万タッチを日建連のみでも大きく超える結果という

ことになりました。しかしながら、今年度の全体目標は３,８００万タッチ、来年度につい

ては６,０００万タッチとされており、この実現のためには、日建連だけではなく建設業界

が一丸となって、より一層のＣＣＵＳの普及・促進に取り組んでいかなければなりません。 

 そのためには、度々お願いをしておりますけれども、国土交通省が明示された「令和５年

度からの、あらゆる工事でのＣＣＵＳの完全実施」の実現のための具体的な道筋を一刻も早

くお示しいただくとともに、公共工事におけるＣＣＵＳの義務化や地方公共団体、関係団体

等へのより一層の御指導をお願いいたします。また、技能者の皆さんにＣＣＵＳのメリット

をより理解していただくために、国土交通省におかれましては、技能者の能力評価の普及と

処遇への反映を早急に進めていただくとともに、事業者に対するメリットについても専門

工事企業の施工能力等の見える化評価制度の取組を加速させていただきますよう、お願い

いたします。 

 ３点目は、建設業における働き方改革等についてです。建設業も、いよいよ２年後の

２０２４年から、罰則付きの時間外労働規制の適用を受けることになります。この規制をク

リアできなければ、建設業界全体の大きなイメージダウンを招き、若年層の入職者数および

定着率の低下にもつながりかねません。残された期間でこの規制をクリアするためには、こ

れまで進めてまいりました建設現場での週休二日、特に４週８閉所の実現が不可欠である

とともに、時間外労働の削減を喫緊の経営課題と捉え、会員企業が一丸となって取り組んで

いく必要があるとの観点から、日建連の「時間外労働の適正化に向けた自主規制目標」を改

定し、本規制が適用される前年度である２０２３年度から改正法の特例の目標を達成すべ

く取り組むことといたしました。また、技能者の賃金水準の引上げにつきましても、本年

２月の斉藤大臣との意見交換会で申し合わせた「概ね３％の賃金上昇の実現」を目指して、

会員各社に周知徹底を図ったところであります。これらの取組には発注者の御理解が不可

欠であります。私どもとしても発注者に理解を求め、適切な契約に努めてまいりますが、国
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土交通省をはじめ、政府におかれましても、発注者、特に民間の発注者に対し、建設業にお

ける働き方改革の重要性と、適正工期の確保の必要性を周知・指導していただきますように

お願いを申し上げます。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

【柳会長】  ほかにございませんでしょうか。 

【谷澤委員】  三菱地所の谷澤でございます。発注者の立場ということで一言申し上げさ

せていただきます。まず、資材の高騰その他については、非常に重く受け止めて認識をして

おります。これはまさにパートナーシップで解決していかなければならない問題と考えて

おります。 

 その上で、あえて申し上げますけれども、近年、本当に過去にないぐらい工事費が高騰し

ており、この状態が今後定着あるいは長く続くであろうというような考え方も一方では持

っております。ただ、その一方で、円安などの話も先ほどございましたけれども、日本経済

がそれほど伸びていないということもありまして、不動産業においては、マンションの販売

価格であったり、賃料であったり、ホテルの宿泊料もそうだと思うのですけれども、そうい

ったところは、まだ上がっていない。むしろ、働き方改革ですとかコロナの影響もあると思

いますが、オフィスの需要なども少し弱まり、賃料が下がっているという状況にございます。

収益源が弱まっている中で工事費が上がっていくというのが現状だと認識しております。

そういった現状認識の中で、官民が一体となって工事費の高騰について対応しなければい

けないというのはもちろん理解しております。従いまして、建設業界におかれましても、生

産性の向上ですとか、あるいはこの会議でも議論になりましたが、重層的な下請構造の解消

ですとか、そういったことも併せて解決していかないと、なかなか解決策にはつながらない

のではないのかなと思っております。 

 それから、さらに敢えて申し上げますと、物価スライドの話がございました。総論として

は理解はしますけれども、一方で、何を基準にスライドさせるのかというのは非常に難しい

と思います。私どもは、例えばひとつの単価をとってみても、材料ですとか加工あるいは運

搬、人件費あるいは設置の費用、そういった部分でどこを対象にしていくのか。ただ鉄が上

がったから鉄だけの値段だけで済むという話ではないと思いますので、スライドすべき、あ

るいはスライド協議をすべき価格の妥当性について、どう決めていくのかというのも非常

に難しい問題だと思っております。 

 それから、敢えてさらに申し上げますと、通常、資材価格が下がったということで、発注
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者側から工事費の減額交渉を行うということもございませんので、今、そういう事態ではな

いと思いますが、そういった状況があるということですので、そこは建設業界と我々発注者

側が、国交省にも御協力をいただいて、トータルでパートナーシップで解決していく問題で

あるということを申し述べさせていただきたいと思います。 

 それから、働き方改革についても、総論としては賛成でございます。我々としてもそこに

ついては協力していくというスタンスは持っております。ただ、働き方改革を進める中で、

繰り返しになりますけれども、生産性向上とセットで議論をしていただきたいと思ってお

ります。 

 以上です。 

【柳会長】  お二人のほかに、ございませんでしょうか。 

【西野委員】  京都大学の西野と申します。今、受発注者双方の御意見を拝聴しましたが、

私自身も資材の価格の高騰については、非常に問題意識を持っております。報告の中で、約

款の改正について言及されていましたが、公共と民間の両方の約款だけでなく、もしかする

と建設業法第19条の請負契約の内容についても、その辺りの追記が必要なのかもしれない

と思っております。また、工期の設定ガイドラインのようにガイドラインを示すこと、それ

から、それ以外にも何かしらのガイドラインなど、いろいろな手法を組み合わせて、全体と

しての実効性、特に建築工事ですと民間工事が過半を占めますので、民間工事における実効

性を確保していくことが非常に重要だと思っております。 

 一方で、受発注者間で、価格転嫁の交渉を行っているプロジェクトが８割という調査結果

があり、その中で価格転嫁が認められたのが６０％から８０％程度としますと、半分弱の発

注者は価格転嫁に応じていない。そうすると、発注者間での不公平が生じることについても、

長期的に見て非常に大きな問題と考えます。また、発注者が、理由があって社内外にきちん

と説明がつけば追加の支払いに応じようと考えていたとしても、十分な説明を受けられて

いるのか。先ほど、何を基準にするのかという御指摘もありましたけれども、その辺りにつ

いてきちんと説明を受けているのかということも気になっております。 

 また、発注者側の予備費の設定が十分でなかったり、経験の少ない発注者ですと、工事請

負契約後の予備費というものをそもそも設定していない場合も、少なからずあるのではな

いかと思います。そうすると、発注者に対しても、そのようなガイドラインですとか、何か

しらのパッケージで、どのようにすれば実効性が持てるのかということを考えて示してい

き、ひいては、発注者間の公平性を保つということも重要かなと思っております。 



 -13- 

 これらによって、今まで業界を挙げて取り組んできた働き方改革ですとか、技能労働者の

処遇改善ですとかが後退するのを阻止すること、また、逆に言えば、最初に長橋局長がおっ

しゃったように、適切なリスク分担ということが、今回のことをきっかけとして進められれ

ばと思っております。 

 以上です。 

【柳会長】  ほかにございませんでしょうか。 

【勝野委員】  全建総連の勝野と申します。御説明いただいた建設業を巡る状況に関して、

２点ほど意見を申し上げたいと思います。 

 １点目は、資材価格の高騰や、設備機器の納期遅延等に関する対策についてであります。

全建総連として、この３月から４月にかけて、組合員の事業所を対象に実態調査を行いまし

た。１,０９７社から回答を得たものでありますが、従業員が４人以下の小規模の事業所が

主な対象のものとなりました。調査結果の主な特徴で申しますと、先ほどの御説明のとおり、

とりわけ設備機器の関係で申し上げますと、給湯器の納期の遅延が続いており、発注から納

品までの平均日数で申しますと、６６.７日かかっていたということ。また、納期遅延によ

って、工事を待ってもらっているとの回答が、リフォームでは５２％、新築でも３６％など、

受注工事への影響が示されたところであります。 

 工事原価についても、かなり上がったと答えた方が５３％に達しておりまして、木材関係

の値上がりは構造材合板、羽柄材を問わず、５０％以上の値上がりが最多の回答となってお

りました。値上がり分を施主に負担してもらったと回答したのが４０％に止まり、回答者の

過半数が値上がり分の一部、または全部を自社で負担している実態が明らかとなっており

ます。 

 受発注者間でありますとか、元下間での適正な価格転嫁、工期の確保等について、公共、

民間工事の標準契約約款での明記、または改定、更なるスライド条項の適応徹底など、下請

業者、現場従事者の労務費・賃金等へのしわ寄せを防止する対策が早急に必要と考えますの

で、実効性ある適正取引の具体的な対応を講じるようにお願いをしたいと思っております。 

 ２つ目は、現場従事者の賃金・単価引上げ、処遇改善についてであります。政府が６月７日

に閣議決定した骨太方針２０２２では、人への投資の拡大が示され、働く人への分配を強化

する賃上げの推進、職業訓練など、人的投資の強化や推進に取り組むことが明記をされてお

ります。建設業では、２０２４年４月の働き方改革関連法の全面適用を見据えて、公共工事、

設計労務単価の１０年連続の引上げでありますとか、国や業界団体による技能者の賃金の
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概ね３％上昇を目指すことの一致、週休二日の実現など、業界全体が一体となった取組が進

められておりますが、肝腎の現場技能者の賃金や休日は、いまだに大幅な改善がなされては

おりません。特に民間の建築住宅現場では、厳しい状況が続いております。収入を減少させ

ずに週休二日を実現して、全ての技能者に対して設計労務単価水準の賃金を確保するため

に、建設業法や契約上の規定等による賃金・労務費部分が削減されない具体的な仕組みづく

りの検討や、建設業法１９条の５による、著しく短い工期の禁止の更なる実効性確保など、

建設業における人への投資の具体策を、強く要望したいと思っております。 

 また、骨太方針では、キャリアアップシステムによる処遇改善によって、担い手の育成・

確保を図ることが示されております。ＣＣＵＳを法的制度としてもしっかりと位置付け、住

宅現場を含む全ての建設現場における普及促進、利活用推進の具体的な取組をお願いした

いと思っております。とりわけ、処遇改善に向けた施策につきましては、国交省として能力

評価基準、レベル別の最低賃金・単価等を設定して、ＣＣＵＳを活用した産業の横断的な賃

金目安の策定でありますとか、ＣＣＵＳの能力評価を反映した賃金手当、労務費見積り尊重

等の推進の施策、ＣＣＵＳを活用している事業者の評価制度など、処遇改善と連動させるた

めの具体的な施策の推進をお願いしたいと思っております。 

 以上です。 

【柳会長】  それでは、Ｗｅｂでご参加の方、何かございますでしょうか。 

【染谷委員】  島田市長の染谷と申します。お世話になります。 

 今、多くの委員の皆様から物価、資材価格の高騰とその対応ということでお話をいただき

ました。当市では、現在、市役所の庁舎を新しく建設をしている状況にあります。資機材等

の価格の高騰ですが、その影響をもろに受けているところでして、具体的には令和３年４月

の発注時点と比べて、労務単価が約３％、鉄筋は約５０％、そしてコンクリート型枠用の合

板が約４０％と、軒並み上昇しておりまして、現在、対応を検討しているところです。また、

納期についても、一部の製品に遅れが生じております。できるだけ前倒しで注文して、工期

に影響が出ないように対応しているところです。 

 また、請負業者から請負代金額の変更についての請求があれば、スライド条項を適用し、

適切に対応したいと考えておりますが、限られた予算の中で事業を実施しておりますので、

財源の確保に大変苦慮しております。我が市の場合ですと、市庁舎の建設費が６６億円です。

１０％アップでも、６億６,０００万円ということでございます。ほかの自治体も同様の課

題を抱えていると思いますので、コロナ禍における臨時交付金で物価高、高騰の手当てをし
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ておりますが、同じように財源の確保についても国の支援も必要になってくるような状況

になっています。 

 また、スライド条項は、単品スライド、あるいは全体スライド、インフレスライドと、３つ

のやり方があると思いますが、今回、インフレのスライドでやるのかどうかということも含

めて、事業者のほうからこういった請求があったときに、しっかり判断していきたいと思い

ます。ちなみに、島田市は平成２０年度にスライド条項を規定し、約款に入れましたけれど

も、実際には減額スライドで１件事例があったのみで、物価高騰でスライド条項を使ったこ

とはこれまで一度もありませんでした。各市・町が、公共事業において大変厳しい状況にあ

るということをお伝えしたいと思います。 

 以上です。 

【柳会長】  どうもありがとうございました。ほかにございませんでしょうか。 

【岸上委員】  岸上でございます。会計士をしております。 

 皆さまのご発言からコストについて非常に厳しい状況が伝わってきました。私からはこ

の点ではございませんで、監理技術者の専任、兼任の要件の見直し方針について、議論の状

況、及びご提案の結論になった過程ないしは将来の方向性について２点、お伺いしたいと思

います。 

 １点目は、皆さまもご指摘されているように、原材料高騰や物価の影響から、請負金額も

ある程度上がっていくのかというように考えております。金額の基準については、今後も定

期的に見直す御予定はあるのでしょうか。もちろん、実績のモニタリングも経てのことと思

いますが、定期的に見直しをしていくのかというのが１つ目の質問です。 

 ２点目は、基準の決め方についてです。本来の考え方では、専任、兼任の要件は、工事の

難易度や工数で決めるべきという意見もあったが、工事の種類がいくつもあるので複雑に

ならないように、まずは統一して金額で原則を決めざるを得ないという結論になったと、事

前のご説明のときにお伺いいたしました。原則は金額で基準を定めた上で、今後、必要に応

じ、特定の工事の種類について、工数ないしは工事の難しさを基準として例外を設けるとい

ったような考え方はあるのかをお伺いしたいと思います。 

【柳会長】  ありがとうございます。ほかにございませんでしょうか。 

【岩田委員】  今まで議論をお聞きしていて、８ページに書いてあることが全てではない

かと思うのですけれども、発注者の方としてはこの変更、事業の計画に大きく問題が出てく

るということと、資材が高騰しているので、価格転嫁をしないと請け負っている元請もしん
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どいということですが、その一番最後に書いているとおり、しわ寄せは、我々職人のほうに

来ます。担い手確保をみんなで訴えてやっていこうと、業界を挙げてやっているこの中にあ

って、今までの商取引自体がもうそろそろ限界にきていて、今後どうしていくかということ

を協議するべきではないかということを、今、協議をしていこうということを国交省のほう

も言われているので、ぜひとも仕事が暇になる前に、暇な地域ではもう指値が始まっていま

して、非常に苦しい状況に置かれて、このままでは担い手確保どころではないです。また、

社会保険に入って失敗ではないかというような声も我々のところに上がっていますので、

ぜひともスピード感を持って取り組んでいただきたいと思います。 

 以上です。 

【柳会長】  ほかにございませんでしょうか。 

それでは、報告事項でございますが、本日、御存じのように７名の委員の方からいただい

た意見については、事務局において今後、検討の参考にしていただければと思います。 

【鎌原建設業課長】  よろしいでしょうか。建設業課長でございます。 

 たくさんの大変貴重な御指摘または御意見、助言、また御示唆をいただいたと思っており

ます。今回の２枚のペーパーは、これまで価格転嫁ですとか、賃上げに向けて行政として取

り組んでいく中で、課題ではないかと思ったことについて率直に御披露をさせていただき

まして、それについて皆様方それぞれのお立場から忌憚のない御意見をいただいて、今後の

施策に参考にさせていただきたいと思って説明させていただきました。 

 これまでも、問題だと思いながら、今回の資材の高騰だとか、働き方改革が待ったなしに

なっている状況の中で、顕在化してきたのではないかと思っております。ここまでのことが

起こると、本当にしっかりと対策を講じていく必要があるのではないかと思っております。 

 その中でもいろいろと、宮本委員からは、民間契約の在り方について審議会で議論をして

いったらどうかということですが、一方で谷澤委員からは受注者のほうの自助努力という

のも併せてセットで考えるべきではないかという御意見もいただきましたし、業法にも踏

み込んでいくべきではないかというような御意見もいただきました。たくさんの御意見を

いただきましたので、この後もしっかりとまた受け止めさせていただきまして、行政と、ま

た皆様方から御意見をしっかりと伺いながら、丁寧に進めていきたいと思っております。 

 また必要に応じて、審議会の場でも御議論させていただく、お諮りすることがあろうかと

思いますが、またそのときはどうぞよろしくお願いいたします。 

【柳会長】  では、よろしくお願いします。 
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 それでは、続きまして、議事（２）前回中央建設業審議会審議事項の対応状況について、

事務局より御報告をお願いします。 

【藤井建設業政策企画官】  では、資料説明２－１を御覧ください。 

 おめくりいただきまして、１ポツが公共工事請負約款の改正ということで、２ページ目を

御覧ください。３月にお諮りした公共約款の改正で、不可抗力による損害の改正でございま

す。災害復旧事業中に被災した２次災害による損害の発生時の受注者負担をゼロにして、全

額公共発注者が負担するということでお認めいただきまして、右上に日付を書いています

が、この５月１８日付で中建審の決定・勧告ということで決済をいただきまして、来年の

４月１日に施行という形になってございます。 

 ３ページ目から、ＪＶ準則、復興ＪＶ等でございます。 

 ４ページ目を御覧ください。復旧・復興ＪＶについて、今、被災３県の試行的に行われて

ございますけれども、それをＪＶ準則として位置付けるということで、３月にお認めいただ

きまして、右上の日付のとおり、５月２０日付で中建審の勧告をいただいたところでござい

ます。 

 ５ページ目、関連して適正化指針。これも同日、５月２０日付で閣議決定を行ってござい

ます。３月にお諮りした内容から１点、黄色のマーカーのところは変更がございます。中段

のⅱ）でございます。資材等の価格高騰への対応ということで、公共工事の受発注者間の価

格転嫁を適切に行う必要があるという問題意識の下で、下のⅡ.でございます。適切な契約

変更といった形で、契約変更の必要性が生じ得る事情の例示として、資材等の価格の著しい

変動、納期遅れなどを明記したということが変更点でございます。 

 続いて、経営事項審査の改正でございます。７ページ目を御覧ください。総論でございま

すけれども、担い手の育成・確保、災害対応力の強化、環境への配慮ということで３月にお

諮りして、会長一任といったことになってございましたが、変更は大きく２点ございます。

左下に書いていますキャリアアップの加点と、ワーク・ライフ・バランスの加点、この２点

について変更がございます。 

 ８ページ目を御覧ください。ワーク・ライフ・バランスの変更点でございます。加点対象

としては、ここの表にありますように、えるぼし関係、くるみん関係、ユースエールと３種

類の認定制度で、それぞれの区分に応じた配点ということでお認めいただきましたけれど

も、この黄色のマーカーで書いてあるように、トライくるみんというものが、この４月１日

から新たに追加された制度でございます。一番下、次世代支援法に基づく認定基準のうち、
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男性の育休取得率が、それぞれプラチナくるみんとくるみんで引き上げられまして、変更前

の旧くるみん認定レベルの育休取得率を、新たにトライくるみんということで新設されま

した。これを受けて、中建審の加点対象としても、トライくるみんという制度を加点対象と

して、配点も内閣府の配点割合と同じ３点ということで変更してございます。日付は右上に

書いてございますが、８月に省令等、告示等の改正を公布予定でございまして、来年１月

１日から施行予定でございます。 

 ９ページ目を御覧ください。キャリアアップ関係でございます。一番上の行、前回お諮り

した際には、全ての建設工事、全ての公共工事ということで、文字通り全ての工事というこ

とでお諮りしましたけれども、実際には全てということではなかなか実務上難しいと。具体

的に言うと、極めて工期が短くて、時間的猶予も少ない少額工事であったり、緊急性を要す

る災害応急工事、こういった工事については審査対象外という形で変更したいと考えてご

ざいまして、具体的な要件としては、下の表のところでございます。建設業法上許可不要と

なる軽微な工事ということで、請負代金の額が５００万円未満、建築の場合は１,５００万

円未満と、建築一式の面積１５０平米未満の木造住宅。建設業法の軽微な工事と同じ定義で

対象外としたい。もう１点が、災害応急対策に関する高次ということで、発生直後の応急対

策であって、災害協定に基づく契約、発注者の指示により実施された工事などということで、

対象外としたいと思ってございます。また、適用の関係がその下、公布の日、令和４年８月

予定以降に開始する事業年度から、審査対象の期間として運用するといった形で適用した

いと考えてございます。 

 具体的な時系列、１０ページ目の下を御覧ください。左下が施行日から適用した場合とい

うことで、この８月に公布をして来年１月１日施行になりますと、３月決算の事業者の場合

は、審査対象期間が遡って今年の４月から１年間ということで、制度改正を知る前から実は

全ての工事でやっていなければいけなかったということになってしまいますので、公布の

日以降から始まる審査対象期間ということで、右側のように新基準での審査対象期間とい

うことで、この期間でキャリアアップの加点を行いたいということでございます。関連して、

技術的な話でございますけれども、その他（社会性）（Ｗ）点の加点のウェイトが変わりま

す。ワーク・ライフ・バランスで５点、キャリアアップで１５点ということで、それぞれ適

用日がずれますので、ワーク・ライフ・バランスの５点が加わった段階では据え置き、キャ

リアアップの加点がなされた際にウェイトが大きく崩れますので、その際に係数変更の適

用を行うといった形で進めたいと考えてございます。 
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 １１ページ目、項目の再整理でございます。これは３月にお諮りした内容そのままでござ

います。右上の公布日、これを今年の８月という形で変更したのみでございます。 

 報告事項２につきましては、事務局からの説明は、以上でございます。 

 あと、資料２と資料２－３は前回お諮りした新旧でございます。変更点については、今、

パワーポイントで御説明した内容のとおりでございますので、御参考でございます。 

 以上でございます。 

【柳会長】  ありがとうございました。ただいまの説明について、御意見、御質問などが

ございましたら、御発言をお願いします。岸上先生、どうぞ。 

【岸上委員】  ありがとうございます。経営事項審査の改正につきまして、環境対策への

取組についてでございます。これをやるにあたっては、関係省庁、関係者と議論をして決め

ていただいたと思っており、ありがとうございます。私からは一つお願いがございます。Ｅ

ＳＧの世界は、国際的にも国内的にも、非常に活発な議論がなされている状況で、動きも早

いと認識しております。環境はもちろんのこと、人権保護なども建設業界のサプライチェー

ン全体にとってどういった認証が必要かといった議論も行われてくると思います。お願い

としては、定期的に関係する省庁および関係者と討論の場を設けていただき、必要と思われ

る場合には、基準のアップデートをしていただければと思います。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 以上です。 

【柳会長】  ほかはございませんでしょうか。 

【鎌原建設業課長】  建設業課長でございます。実は、今の議題とは直接関係ないのです

けれども、前回の報告事項１のところで、岸上委員から御発言をいただきましたけれども、

その場で御回答をすることができなかったのですが、会長、お許しいただければ、この場で

回答させていただいてよろしいでしょうか。 

【柳会長】  よろしくお願いします。 

【鎌原建設業課長】  報告事項１の資料１８ページで、技術者制度の見直しの方向性につ

いて御紹介をさせていただきました。監理技術者等の専任制度に関する見直し方針という

ことで御説明を申し上げましたが、これについて岸上委員から２点、御質問がございました。 

 一つは、金額で１億円以下とか４,０００万円以上だとか金額を掲げておりますけれども、

今後、物価などもあって請負金額というのは上がっていくと思われるけれども、今後、モニ

タリングなどを行って、定期的に金額についても見直しを実施するという理解でいいのか
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というのが１点目でございます。 

 それから、２点目は、金額の基準というのを原則とするということは理解をしたけれども、

その上で特定の工事の種類について、工数などで対象にするかしないかというのを決めて

いくという議論は、あるのかどうかというようなことの御質問をいただきました。 

 一つ目の、金額の基準につきましては、今後も委員の後指摘のとおり、定期的にあるいは

一定の乖離が生じたらというようなことで、適時適切に見直しをさせていただきたいと思

っております。 

 それから、２つ目の御質問の、工数で対象を決めていくというようなことがあるのかとい

うことですけれども、ダイレクトで工数を基準にするというようなことは、今のところ難し

いと思っておるのですけれども、ただ、複雑でない工事というようなことで金額を一定以下、

あるいは次数がそうたくさんならないようにというようなことで、基本的には工数で評価

をする場合と同じような考え方といいますか、それほど大規模でなく、それほど複雑でもな

く、それほど困難でもなくというようなところから始めていきたいと思ってございます。 

 以上でございます。 

【柳会長】  報告事項については、ほかにございませんでしょうか。 

 それでは、岸上先生からの御意見等を今後の検討の参考にしていただければと思います。 

 続きまして、議事（３）建設工事標準請負契約約款の改正について、事務局より御報告を

お願いします。 

【藤井建設業政策企画官】  資料３－１を御覧ください。約款改正ということで、１枚お

めくりいただきまして、約款の概要です。これは御案内のとおり中建審において作成、勧告

をいただくということで４種類、公共・民間（甲）（乙）・下請契約について、勧告をいただ

いてございます。 

 御審議いただきたい１点目、建設発生土の搬出先の明確化、公共約款・民間（甲）の改正

案でございます。 

 ３ページ目を御覧ください。昨年７月の熱海の土砂災害を受けて、盛土の総点検など政府

で取組を進めてまいりまして、昨年の１２月、盛土による災害の防止に関する検討会提言と

いうものが取りまとめられてございます。 

 左側、基本的な考え方ということで、危険な盛土造成等を規制するための全国一律のルー

ル（新たな法制度）を創設、規制を強化していくべきということで、先の通常国会において

盛土規制法も成立したところでございます。 
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 右側が、指定利用等の徹底による搬出先の明確化等ということで、まず建設発生土につい

て全ての公共工事の発注者に指定利用等、指定処分などを原則実施ということ。また、発注

者に対して、契約締結における適切な処理、費用の負担や、予期せぬ費用増が生じた場合に

は、追加負担について受注者と適切な協議をするといったことを要請するということ。また、

継続的に大規模な建設工事を発注している民間発注者については、指定利用等の実施や、そ

れが困難な場合でも、元請業者により適正処理が行われることを確認するよう求めるとい

ったことが、提言において位置付けられてございます。 

 ４ページ目が、明確化等の具体的なフロー等でございます。一番上のフロー図でございま

す。建設工事から発生する土ということで、廃棄物混じり土の場合は、廃棄物と分別をして、

廃棄物は廃掃法に基づき適正に処理と。で、再利用できるもの、建設発生土については、資

源有効利用促進法というものに基づいて再資源として利用するということで、他の工事現

場で利用するといった場合や、あとは残土処分場と最終処分場に行くといったことは、通常

の流れでございます。その他、国会の法案審議においても議論がありましたけれども、仮置

場、ストックヤードというところに一時的に預けられて、その先、他工事や最終処分場に行

くといったルートもありますけれども、そういった仮置場、ストックヤードの実態について、

今後、国交省としても実態把握を進めて、さらに必要な対策を進めてまいりたいと考えてご

ざいます。 

 今回の約款改正の関係は、大きく２つでございます。指定利用等の徹底ということで、先

ほど申し上げた、全ての公共工事発注者に指定利用等の原則実施を行うといったこと。また、

継続的に大規模な建設工事を発注している民間発注者についても、指定利用等の実施や、そ

れが困難な場合でも、元請事業者により適正処理が行われたことを確認するといったこと

を、約款の中に位置付けたいと考えてございます。 

 また、大きな２点目。建設発生土の計画制度の強化ということで、資源有効利用促進法に

よって、現行制度でも、元請事業者に対して搬出先を記載した、再生資源利用促進計画書と

いうものの作成・保存を義務付けてございます。これを改正して、搬出先の新たな法制度の

許可の事前確認、搬出先が盛土規制法に基づく許可を得た場所になっているかどうかとい

う事前確認と、搬出後に実際にそこに土砂が搬出されたか、土砂の受領証の確認といったこ

とを義務化したいと考えてございます。 

 また、計画書の作成の対象となる工事、現行１,０００立米の引下げと、保存期間、現行

１年の延長ということと、発注者への報告や建設現場での掲示といったことの義務化も、併
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せて改正を行っていきたいと考えてございます。 

 次のページを御覧ください。対応の方向性ということで、左上が国交省直轄工事における

取組の事例ということで、まず発注者、国交省が各契約の特記仕様書において搬出先の指定

を行い、工事着手時に、再生資源利用促進計画の提出を求めてございます。また、工事完了

後には、実際にあらかじめ指定された搬出先に搬出されたことを確認するために、実施書と

いうものの提出を求めてございます。右側は、特記仕様書の記載例でございます。受入場所

等についての記載を行っているところでございます。 

 下の、対応の方向性ということで、まず公共約款において、契約書の添付書類である仕様

書に建設発生土の搬出先を定めることを標準としてはどうか。また、継続的に大規模な建設

工事を発注している民間工事発注者が使用する民間（甲）においても、仕様書に建設発生土

の搬出先を定めることが望ましく、それが困難な場合でも、受注者による適正処理の確認が

求められることを明確化してはどうかと。また、再生資源利用促進計画制度の強化に合わせ

て、公共・民間（甲）において、再生資源利用促進計画および実施書の発注者への説明・報

告が必要であることを明確化してはどうかということでございます。 

 具体的な条文が、６ページ目、７ページ目でございます。まず公共約款の改正案でござい

ます。契約書のひな形を示してございまして、記載事項、工事名、工事場所等々でございま

す。下のほうに、かっこ書きで書いてございます解体工事に要する費用とか、住宅瑕疵保険

と、こういった当該請負契約において該当する場合は、こういった留意事項を現行の契約書

のひな形で示しているという状況でございます。 

 今回、右側の赤字でございますけれども、追加記載案ということで、建設発生土の搬出先

等ということで、該当する場合という意味でかっこ書きにしてございますけれども、ここで

「注」と。この工事に伴い、工事現場から建設発生土を搬出する予定である場合は、「建設

発生土の搬出先については仕様書に定めるとおり」と記入し、仕様書に建設発生土の搬出先

の名称および所在地を定めるということを明記したいと考えてございます。 

 また、下の米書きでございますが、この計画制度の強化、今後省令の改正を予定してござ

いますけれども、そういった制度改正が行われた場合には、受注者は当該計画およびその実

施状況の記録を発注者に報告・説明しなければならないといったことも追記したいと考え

てございます。 

 続いて、民間（甲）の改正案、７ページ目ございます。この契約書の下のほう、「八、そ

の他」ということで、同様に瑕疵保険とか解体費用等について記載がございますけれども、
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盛土関係もここに追記する形で追加記載案ということで、この工事に伴い工事現場から建

設発生土を搬出する予定である場合は、「建設発生土の搬出先については仕様書に定めると

おり」と記入し、仕様書に建設発生土の搬出先と名称および所在地を定めることが民間工事

については「望ましい」という記載。また、建設発生土の搬出先の名称および所在地を定め

ることが困難な場合にも、発注者は受注者により建設発生土の適切処理が行われることを

確認することが求められるといった、この２点を明記したいと考えてございます。下の米書

きは、公共約款と同様でございます。計画制度の強化を行った際に、発注者への報告・説明

について追記したいと考えてございます。 

 続いて、公共約款の改正、暴力団排除条項の対象の拡大でございます。９ページ目を御覧

ください。現行の約款における暴力団排除の規定ございます。現行の４８条で、公共工事か

ら暴力団関係者に資金が流れたりといったことを排除するために、暴力団排除の規定がご

ざいます。具体的には４８条ということで、発注者による解除権というものが規定されてご

ざいまして、現行の規定は「役員等」という概念の中で、その役員本人と支店・営業所の代

表者、これが「役員等」の概念になってございます。今後、その下の赤字のところでござい

ますけれども、この「役員等」の範囲に含まれていない、その他経営に実質的に関与してい

る人と、こういったものを警察庁のほうも示してございますので、それに合わせる形で規定

を整備したいと考えてございます。 

 また、②でございますけれども、役員等が暴力団または暴力団員であることを知りながら、

これを不当に利用するなど、こういった場合も契約解除権の対象に加えたいという改正の

内容でございます。この実質的に関与している者というのは、下の米書き２に赤字で書いて

いますけれども、顧問とか相談役、支配人、一定の株式を保有する株主、５％以上というこ

とで目安を示されておりますけれども、こういった者を対象に加えたいという内容でござ

います。 

 具体的な改正の条文が、１０ページ目でございます。左側が公共約款で、赤字が改正内容、

右側が、警察庁が示しているひな形でございます。まず、「役員等」の概念の整理でござい

ますけれども、右側、青字で書いてあります「役員等」といったところ、個人である場合は

その者、法人である場合は役員、支店・営業所の代表者。その後ろに青字、その他経営に実

質的に関与している者という規定がひな形でございます。 

 左側、ロが「暴力団、暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき」。現行

のロでここは拾っているのですけれども、「役員等」の概念の中で実質的関与者を追加する
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ということで、イのところに「実質的に関与している者」を役員等の概念の中で追記すると

いった形で規定を整理し、ロは削除するということでございます。この「役員等」の概念が

広がることによって、改正後もロ、ハ、ホ、「役員等」が云々といったところの「役員等」

の対象が広がることによって、例えばホにありますように、「社会的に非難されるべき関係

を有している」とか、そういった者に、経営者のみならず株主、顧問等が含まれるといった

形で規定が整備されるといったことでございます。また、改正後のニ、赤字でございますけ

れども、役員等が、暴力団または暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用すると

認められるとき、といったことも新設したいと考えてございます。 

 １１ページ目は、御参考でございます。今回の約款の改正によって、新たに解除権の対象

になるのが、真ん中の右下のほう、赤のバツと緑のバツでございます。改正後、「役員等」

の概念が増えることによって、改正後のロ、ハ、ホのところですけれども、便宜供与関係の

広域な解除権の対象になるといったこと。また、右側の緑のところですけれども、暴力団と

知りながら不当利用するといった行為についても、解除が可能になるといった規定の整備

でございます。 

 事務局からの説明は、以上でございます。資料３－２と資料３－３につきましては、先ほ

どパワーポイントで示した条文の新旧対照表でございます。 

 以上になります。 

【柳会長】  ありがとうございました。ただいまの説明について、御意見、御質問などが

ございましたら、御発言をお願いします。 

【押味委員】  日建連の土木本部長を務めさせていただいております押味と申します。 

 まず、建設発生土の搬出先の明確化というお話でございますが、建設工事から発生する建

設副資材といいますか、副産物の対策については、日建連の会員各社においても法令遵守は

もとより、資源の有効利用に向けた活動を行っているのが実際でございます。今般、公共約

款において、契約書の添付書類である仕様書に建設発生土の搬出先を定めることを標準と

すること、また民間約款においても同様に搬出先を定めることが望ましいとし、それが困難

な場合には、受注者によって適正処理が行われていることを発注者が確認するよう定める

ことは、発注者・受注者双方の建設発生土に対する認識を高めるためにも有効であると思い

ます。これについては賛成させていただきたいと思います。 

 ただし、民間約款に受注者による再生資源利用促進計画および実施書の発注者への説明・

報告を明文化することについては、異論はございませんが、施工計画書等を通じて、既に多
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くの施工会社で実施されているのが実態だと思っております。したがって、最終的にどうい

う方法でやるかについては、その実態を踏まえて、今後、十分検討していただければ非常に

ありがたいと思っております。 

 私からの意見は、そういうところでございます。 

【柳会長】  ほかにございませんでしょうか。 

【奥村委員】  全国建設業協会、奥村です。暴力団排除ということは強く支持するところ

なのですが、企業は株主を選ぶことができません。その一定以上の株を取得した株主が反社

に利益供与した、そういうことが発生したときに、はたして企業がその責任を取らなければ

いけないのでしょうか。全てにわたって、責任を取らなければいけないとは私は思えないの

ですが、いかがでしょうか。 

【藤井建設業政策企画官】  では、事務局のほうから、暴力団排除のほうから御質問への

回答でございます。今回の「役員等」の改正によって、顧問とか５％以上の株主が、公共約

款の解除条件の対象になります。追加されます。この欠格要件自体は、現行の建設業法でも、

暴力団関係の適用除外という欠格事由がございまして、これも顧問や５％以上の株主が対

象になってございます。また、公共工事を契約する前の入札要件においても、こういった顧

問とか５％以上の株主は欠格要件として入ってございますので、今回の約款改正は、最後の

契約解除権の対象範囲が狭かったために、それを許可要件や入札条件と同様の範囲に拡大

して、整理をしたという内容でございます。 

 御指摘のとおり、経営者が知らないうちに暴力団関係者が株を５％取得したといった事

例は、確かにあると思いますけれども、政府全体というか、警察においてもそういった場合

について暴力団の排除を徹底するという趣旨から、そういった場合にも暴力団排除の対象

にしたいと考えてございます。 

【奥村委員】  私からもう１度よろしいでしょうか。反社勢力が株主になるのではなくて、

健全な企業が株主になり、そこが何らかの事情で反社に資金供与したということもあり得

るわけですよね。それもこれに該当すると思うのですが、そこを、企業が責任を取るべきこ

とではないのではないかなと思います。 

【柳会長】  それではほかにございませんでしょうか。Ｗｅｂで御参加の方、染谷先生ど

うぞ。 

【染谷委員】  私からは、建設発生土の搬出先の明確化ということについて、少しお話し

させていただきます。建築工事の現場で、建設現場で発生した土砂というのは、自らの工事
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内あるいはほかの工事現場、建設工事または建設工事以外の用途において有効に活用され

ることが望ましいと考えておりますが、利用先が見つからずに、有料の処分場に搬出される

ことが大変多くなってきております。加えて、近年は処分場の減少と処分費の上昇によって、

事業を進める上で建設発生土の有効活用が重要な課題となっております。危険な盛土の発

生を防止するということは、昨年の熱海の土石流の事故があってから、静岡県は大変厳しい

状況になっております。約款を改正して、建設発生土の搬出先を明確化するということには

賛成でありますが、併せてほかの建設工事等への有効活用の促進や、不良土が自ら工事現場

内において利用できるよう、技術開発を推進して処分場への搬出を少なくするということ

も検討していく必要があるのではないかと思います。 

 また、自治体を対象とした建設発生土情報交換システムというのがあります。しかし、こ

のマッチングシステムが、有効に活用されていないのではないかなと思っております。例え

ば静岡県を例にとりますと、３５市町ありますが、この建設発生土情報交換システムに登録

している自治体は、１０以下と伺っております。システムの使用料が年間１万１,０００円

ということだそうですが、中小の市町においては、この情報交換システムを使う機会という

のは、年に１回か２回あるかどうかと、そういう中での有料ということで、登録が進まない

のではないかと私は考えます。ぜひ、建設発生土の官民の有効利用マッチングのシステムを

みんなが乗れる、いつでもアクセスできるような形で整備をしていただけると、登録しやす

くなり、かつまたそれを民間が使うことも容易になって、建設発生土の搬出先について、マ

ッチングが今よりもっとうまくいくのではないかと考えるところです。 

 以上です。 

【柳会長】  ほかにございませんか。 

【鎌原建設業課長】  よろしいでしょうか。いろいろと御指摘をいただきまして、ありが

とうございます。 

 押味委員からは、発生土の問題につきまして、発注者への報告なり説明というのは、既に

実務上行われているやり方との整合といいますか、そういうところはよくよく考えて、無駄

のないようにということかと思いますので、そこはしっかりと実態を踏まえながら、余計な

負担が増えることのないようにしてまいりたいと思っております。 

 あと、奥村委員から、株主との暴力団排除の関係で御指摘をいただきました。この改正自

体は、先ほど申し上げましたように建設業法の規定に合わせて、あるいは政府全体としての

取組ということで、ぜひ進めさせていただきたいと思うのですけれども、運用のところがか
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なり大きいかと思っておりますので、建設会社のほうに責任というのを求めるのは適切で

はないのではないかというような場合、そういったときの運用の仕方などについても警察

庁とも相談をさせていただきまして、納得のいくような運用の形になるようにしていきた

いと思ってございます。 

 それから、染谷委員のほうから、建設発生土について、有効活用も同じように重要だとい

うような御指摘をいただきました。まさにおっしゃられるとおりかと思っております。政府

の有識者委員会の提言の中でも、有効活用の促進と処理の適正化とは、車で言うところの両

輪だというようなことで提言を受けておりますので、一層の有効活用の促進、マッチングシ

ステムにつきましても、より活用されるような形で、これも提言の中にも入っておりますの

で、しっかりと取り組んでまいりたいと思います。 

 それから、前回の報告議題の２のところで、岸上委員のほうから御発言をいただきました。

その場でお答えできなかったものですから、少しお時間をいただければと思います。経営事

項審査について、環境のエコアクションというものを審査対象に加えるという改正を、今回、

行うこととしております。それについては賛成と。ただ、ＥＳＧの領域は国際的にも国内的

にも議論が活発化していて、動きが速いので、引き続き関係省庁、関係者と定期的に状況を

確認していただいて、必要な場合には基準のアップデートをお願いしたいというような御

趣旨で御発言いただいております。御指摘を踏まえまして、業界の方とも意思疎通を図りま

して、どういうようなことにどういった認証が使われているかですとか、関係省庁とも連携

を取りまして、環境分野での企業評価というものが適切に行われるように、基準についても

フォローしながらアップデートを適切にしていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

【柳会長】  それでは、事務局には本日、委員の方々からいただいた御意見を尊重の上、

必要な修正をしていただくとともに、資源有効利用促進法の計画制度の強化を踏まえた改

正についても御検討を進めていただき、これらの具体的な内容については私に御一任いた

だければいかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【柳会長】  御異議がないようで、ありがとうございました。 

 それでは、本日の議事はこれで全て終了いたしました。進行を事務局にお返しいたします。 

【事務局（児玉）】  ありがとうございました。そのほか、何か国土交通省側から発言な

どございますでしょうか。 
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【長橋不動産・建設経済局長】  今日はいろいろと御意見をいただいて、ありがとうござ

います。最初の報告事項１のところで、価格高騰とかの議論の中で、価格転嫁あるいは賃金

の確保という課題に対して多面的に御意見をいただきまして、これまで機能してきた日本

型の請負契約の在り方も、受発注者双方の目線から検討していくということで考えていき

たいと思います。 

 ガイドラインとか、あるいは約款の見直しについても、先ほど西野先生からも、建設業法

１９条のところに追記するようなことも必要なのかという、御意見もありましたけれども、

まずは岩田委員からもスピードを持ってと言われましたので、しっかり検討していきたい

と思います。最終的には、契約の在り方などと、中建審でいろいろと御審議いただくことに

なると思いますけれども、検討を多面的にしていくこともありますので、委員の先生方のお

力も得ながら、勉強を早めに立ち上げていって御相談しながら、また進めていきたいと思い

ます。かなり大きなテーマですので、今日いただいたいろいろな御意見もしっかり踏まえな

がら、どうすればこれからうまく現場まで含めて機能していくのか考えていければと思い

ます。 

 また、ＣＣＵＳも後指摘のとおり、少なくとも公共では標準化といったこともしたいと考

えておりますが、そういう方向で先ほどの資料にも付けていますようなメリットの享受で

すとか、例えばイニシャルコストの負担軽減をするとか、あるいはＣＣＵＳを使うとこんな

いいことがあるということも含めて、今、取組を進めております。いろいろな面で、地方の

公共団体も含めて御理解をいただいて、速やかに、ＣＣＵＳが本当に共通のインフラになる

ようにしていきたいと思っています。一方で、本来の目的である処遇改善といったところだ

けではなくて、デジタル化を使うことによって、いろいろな規制緩和をこれから進めていっ

たりとか、週休二日を進めていったら、週休二日で例えば逆に単価をアップさせていくよう

なことをするときの確認の手段みたいなことも含めて、ＣＣＵＳがこれからの現場のいろ

いろな管理とか在り方として、間違いなく機能していくと思っています。そういったプラス

面をもっとよく説明しながら、これから一生懸命進めていきたいと思っていますし、なお一

層力を入れていきたいと思っています。ただ、根本的なところで、そもそもこんなものを入

れると引き抜きされるといういろいろな御意見もあって、御理解いただけない部分もある

のですけれども、そこはまた丁寧によく説明しながら、皆さんと一体となってうまくやって

いければと思っています。 

 今日は本当にいろいろな意見をありがとうございました。 
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【事務局（児玉）】  それでは、これをもちまして散会とさせていただきます。 

 委員の皆様におかれましては、御多忙のところ、誠にありがとうございました。 

―― 了 ―― 

 


